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４）競争参加資格確認基準日 競争参加資格
確認の基準日は、入札参加表明書及び競争
参加資格確認申請書の提出期限の日とす
る。なお、競争参加資格の確認審査に当たっ
ては、２３)ア、ア、ア、ア及
びアに示す一般競争参加資格等の認定を
受けていない者及び有資格業者の登録を
行っていない者も、入札書の開札のときに
おいて２３)ア、ア、ア、ア及
びアに示す要件を満たしていることを条
件として競争参加資格があると認めるもの
とする。当該競争参加資格があると認めら
れた入札参加者が入札に参加するために
は、入札書の開札のときにおいて２３)
ア、ア、ア、ア及びアに示す要
件を満たしていなければならない。
５）入札参加グループの構成員及び協力会社
の変更等 競争参加資格の確認後は、入札
参加グループの構成員及び協力会社の変更
は、原則として認めない。ただし、やむを
得ない事情（合併、倒産等）が生じ、入札
参加グループの構成員及び協力会社を、提
案書の提出期限の日までに変更（構成員及
び協力会社の削除及び追加又は予定業務の
変更を含む。）しようとする者にあっては、
大学と事前協議を行い、大学の承諾を得る
とともに、変更後において２１)から３)
に示す競争参加資格を満たすことが確認で
きる場合に限り、入札参加グループの構成
員及び協力会社の変更をすることができ
る。なお、この場合においては、速やかに、
入札参加グループの構成員及び協力会社の
変更届を大学に提出すること。

４ その他
 手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金
１）入札保証金は、免除する。
２）契約保証金 事業者は、事業契約書の締
結に当たり、事業契約の履行を確保するた
めに、事業契約締結の日から留学生宿舎、
福利厚生施設及びパブリックスペース等の
引渡し日までを期間として、施設整備費相
当（ただし、消費税及び地方消費税を含み、
金利支払額を除く。）の100分の30以上の契
約保証金又はこれに代わる担保を納付又は
提供すること。

ただし、事業契約締結の日から留学生宿
舎、福利厚生施設及びパブリックスペース
等の引渡し日までを期間として、施設整備
費相当（ただし、消費税及び地方消費税を
含み、金利支払額を除く。）の100分の30以
上について、大学又は事業者を被保険者と
する履行保証保険契約を締結し、当該履行
保証保険契約に係る保証証券を大学に提出
する場合は契約保証金の納付を免除する。
なお、事業者を被保険者とする履行保証
保険契約が建設に当たる者によって締結さ
れる場合は、その保険金請求権に、事業契
約に定める違約金支払責務を被担保債務と
する質権を大学のために設定するものとす
る。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、競争参加資格確認申請
書等に虚偽の記載を行った者のした入札及び
入札に関する条件に違反した入札は無効とす
る。
 事業者の選定及び決定方法 大学が定める
予定事業費の範囲内であり、入札説明書等で
指定する性能等の要求水準のうち必須とされ
た基礎項目をすべて満たしている提案をした
入札参加者の中から、入札説明書等で定める
総合評価の方法をもって事業者を選定し決定
する。
 手続における交渉の有無 無
 契約書の作成の要否 要
 本事業以外の業務で、本事業に直接関連す
る業務に関する契約を、本事業の契約の相手
方と随意契約により締結する予定の有無 無
 大学が必要と判断した場合は、入札参加者
に対して、提案書に関するプレゼンテーショ
ン・ヒアリングを平成29年５月中旬に実施す
る。
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
３と同じ。
 一般競争参加資格を有していない者の参加
上記２４)の規定による。

 詳細は入札説明書等による。

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 29 年１月 10 日

株式会社日本政策金融公庫
管財部長 中島 聡

◎調達機関番号 127 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 76
 調達件名及び数量 ＡＦＣフォーラムの制
作 一式
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 委託期間 入札説明書及び仕様書による。
 納入場所 入札説明書及び仕様書による。
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の消費税及び地
方消費税に相当する額を加算した金額（当該
金額に１円未満の端数があるときはその端数
金額を切り捨てるものとする。）をもって落札
価格とするので、入札者は、消費税にかかる
課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、「見積もった金額×100／（100＋消費税
及び地方消費税の税率（パーセント））」に相
当する金額を入札書に記載すること。

３ 入札手続等
 担当部局 〒4648601 名古屋市千種区不
老町 国立大学法人名古屋大学施設管理部施
設企画課予算管理係 電話0527892118
電子メール sis-yos@adm.nagoya-u.ac.jp
 入札説明書等の交付期間及び方法 平成29
年１月10日から平成29年４月21日まで、大学
のホームページ［http://web-honbu.jimu.
nagoya-u.ac.jp/fmd/01nyusatu/
ppp_pfi/index.html］にて交付する。

 現地説明会の開催日時及び場所 平成29年
１月16日午後２時00分から午後４時00分ま
で、名古屋市東区大幸南１丁目１番20号（名
古屋大学大幸団地構内）国立大学法人名古屋
大学大幸団地保健学科本館２階第２講義室に
て開催する。
 参加表明書及び競争参加資格確認申請書の
提出期間、場所及び方法 平成29年２月９日
午前９時00分から午前12時00分まで、同日午
後１時00分から午後５時00分まで及び平成29
年２月10日午前９時00分から午前12時00分ま
で、上記３まで、持参又は郵送にて提出す
ること。郵送する場合は、書留等の配達記録
が残る方法に限るものとし、平成29年２月10
日午前12時00分までに必着のこと。
ただし、民間附帯事業（任意）に当たる者
（民間附帯事業（任意）を提案する場合に限
る。）については、平成29年３月７日午後３時
00分までに提出することでよいものとする。
 入札書等及び提案書の提出期間、場所及び
方法 平成29年４月20日午前９時00分から午
前12時00分まで、同日午後１時00分から午後
５時00分まで及び平成29年４月21日午前９時
00分から午前12時00分まで、上記３まで、
持参又は郵送にて提出すること。郵送する場
合は、書留等の配達記録が残る方法に限るも
のとし、平成29年４月21日午前12時00分まで
に必着のこと。
 入札書の開札日時及び場所 平成29年４月
21日午後２時00分、名古屋市千種区不老町（東
山団地）国立大学法人名古屋大学東山団地本
部３号館２階打合室

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Shogo Kimura, The Ob‑

ligating Officer Director‑General, Trustee

(Financial Affairs), National University

Corporation Nagoya University

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41, 42, 75, 78

 Subject matter of the contract : Construc‑

tion work and maintenance of Building for

International Residence Daiko, Nagoya

University

 Time‑1imit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documentsfor the

qualification : 12 : 00 A.M. 10 February 2017

 Time‑limit for the submission of tenders :

12 : 00 A.M. 21 April 2017

 Contact point for tender documentation :

Facilities Planning Division, Facilities Ma‑

nagement Department, National University

Corporation Nagoya University, Furo‑cho,

Chikusa‑ku, Nagoya‑shi, JAPAN 4648601
TEL 0527892118・5667
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